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平成11年4月1日の市町村数からの減少率

50％以上 20県

40％以上50％未満 11府県

30％以上40％未満 7県

20％以上30％未満 4県

10％以上20％未満 3道県

10％未満 2都府

0％ 0

67→40（40.3％）

59→35（40.7％）

71→36（49.3％）

90→60（33.3％）

212→180（15.1％）

49→31（36.7％）

70→38（45.7％）

85→44（48.2％）

80→56（30.0％）

92→70（23.9％）

40→39（2.5％）

37→33（10.8％）

64→28（56.3％）

96→49（49.0％）

44→30（31.8％）

97→66（32.0％）

94→48（48.9％）

49→23（53.1％）

79→23（70.9％）

58→18（69.0％）

78→27（65.4％）

86→23（73.3％

59→21（64.4％）

56→22（60.7％）

39→19（51.3％）

53→41（22.6％）

50→26（48.0％）

44→26（40.9％）

88→41（53.4％）

35→15（57.1％）

99→42（57.6％）

120→81（32.5％）

41→19（53.7％）

35→17（51.4％）

74→42（43.2％）

88→63（28.4％）

69→29（58.0％）

47→39（17.0％）

50→30（40.0％）

44→43（2.3％）

43→17（60.5％）

50→24（2.3％）

53→35（34.0％）

70→20（71.4％）

69→25（63.8％）

44→35（20.5％）

112→35（68.8％）

a→b（c％）

a：H11.4.1の市町村数
b：H19.4.1の市町村数
c：減少率
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一般会計 1,340,867 1,320,292 20,575 1,461 2,435,272 3,253

県債管理特別会計 22,705 22,705 0 0 － 18,505

災害救助事業特別会計 4,987 4,986 1 1 5,439 3,788

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 452 136 316 316 870 1

中小企業支援資金貸付事業特別会計 9,425 7,853 1,572 1,560 12,098 226

農業改良資金貸付事業特別会計 1,197 98 1,099 1,099 406 22

林業振興資金貸付事業特別会計 848 551 297 297 160 1

沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計 167 30 137 137 － 1

県有林事業特別会計 167 163 4 4 1,695 104

都市開発資金事業特別会計 1,320 1,320 0 0 － 3

普通会計 1,251,970 1,227,495 24,475 3,835 2,451,403 217

（百万円）

電気事業特別会計 4,758 4,415 343 － 27,142 － 法適用企業

工業用水道事業特別会計 1,746 1,432 314 － 3,916 209 法適用企業

工業用地造成事業特別会計 1,557 2,219 △ 662 － 11,920 23,741 法適用企業

東港臨海用地造成事業特別会計 367 367 0 － 94 6,100 法適用企業

病院事業特別会計 70,313 71,652 △ 1,339 － 66,056 11,498 法適用企業

（百万円）

○○地域水道用水供給企業団 951 807 144 － 2,955 13.4

○○臨海水道企業団 196 246 △50 － 524 90.0

（百万円 , ％）

○○文化振興財団 63,424 2,280,506 2,010,000 28,273 － － －

○○産業創造機構 73,904 4,693,525 258,972 1,069,970 3,555,820 － 2,985,819

○○建設技術センター 55,252 1,960,679 3,000 － － － －

○○埋蔵文化財調査事業団 △ 171 31,689 30,000 － － － －

○○森林整備担い手財団 △ 1,734 2,006,329 1,950,000 － － － －

○○水産振興基金 38,855 2,345,258 2,174,503 － － － －

○○農林公社 △ 26,781 388,253 312,700 633,508 12,880,777 － 17,125,779

○○女性財団 607 120,419 98,982 37,123 － － －

○○体育協会 △ 24,822 769,751 15,000 30,225 － － －

（千円）

（注）1.  法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
2.  不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

（注）損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

（注）実質公債費比率は、平成18年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成15年度から平成17年度の3カ年平均である。

0.32570 0.8 14.3 90.5

団体名 ○○県
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バランスシート作成団体数 

行政コスト計算書作成団体数 

各地方公共団体全体の 
バランスシート作成団体数 

公社・第三セクター等を含めた 
バランスシート作成団体数 

バランスシート作成団体数 

行政コスト計算書作成団体数 

各地方公共団体全体の 
バランスシート作成団体数 

公社・第三セクター等を含めた 
バランスシート作成団体数 

作成（作成中・作成予定含む） 未作成 都道府県 

市区町村 

0 20 40 60 80 100（％） 

0 20 40 60 80 100（％） 

47

47

44 3

47

1,113 714

1,102

1,636

1,710

725

191

117

作成（作成中・作成予定含む） 未作成 
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（
健
全
財
政
） 

新
　
　
　
　
　
法 

現  

行  

制  

度 

（
財
政
悪
化
） 

健全段階  財政の早期健全化 財政の再生 

地方財政再建促進特別措置法 

指標の整備と 
情報開示の徹底 

自主的な改善努力 
による財政健全化 

国等の関与による 
確実な再生 

赤字団体が申出により、財政再建計画を策定 
（総務大臣の同意が必要） 

公営企業もこれに準じた再建制度 
（地方公営企業法） 

・フロー指標：実質赤字比

率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率  

・ストック指標：将来負担

比率＝公社・三セク等

を含めた実質的負債に

よる指標  

→監査委員の審査に付し

議会に報告し公表 

・財政健全化計画の策定

（議会の議決）、外部監

査の要求の義務付け 
 

・実施状況を毎年度議会

に報告し公表 
 

・早期健全化が著しく困

難と認められるときは、

総務大臣又は知事が必

要な勧告 

・財政再生計画の策定（議会の議決）、

外部監査の要求の義務付け  

・財政再生計画は、総務大臣に協議し、

同意を求めることができる  
【同意無】 

・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限  

【同意有】 

・収支不足額を振り替えるため、償還年限が計

画期間内である地方債（再生振替特例債）の

起債可 
 

・財政運営が計画に適合しないと認

められる場合等においては、予算

の変更等を勧告 

※赤字比率が5％以上の都道府県、20％以上の市町村は、

法に基づく財政再建を行わなければ建設地方債を発行

できない 

公営企業の経営の健全化 

〈現行制度の課題〉 

・分かりやすい財政情報の開示等が不十分  

・再建団体の基準しかなく、早期是正機能がない  

・普通会計を中心にした収支の指標のみで、スト

ック（負債等）の財政状況に課題があっても対

象とならない  

・公営企業にも早期是正機能がない等の課題 
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※公営企業会計 
　ごとに算定 

地
　
方
　
公
　
共
　
団
　
体 

一般会計 

普通会計 

公営事業会計 

特別会計 

うち 
公営企業会計 

一部事務組合・広域連合 

地方公社・第三セクター等 

実
　
質
　
赤
　
字
　
比
　
率 連

　
結
　
実
　
質
　
赤
　
字
　
比
　
率 

実
　
質
　
公
　
債
　
費
　
比
　
率 

将
　
来
　
負
　
担
　
比
　
率 

資
　
金
　
不
　
足
　
比
　
率 

※ 
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人口規模のコスト差 

ax +  by
a ： 12,390円（都道府県）、23,220円（市町村） 

b ： 1,114,000円（都道府県）、2,357,000円（市町村） 

x ： 人口規模のコスト差を反映した人口 

y ： 土地利用形態のコスト差を反映した面積 

係数 

人口 

1.000 

Z 

（都道府県）Z＝170万人 
（ 市町村）Z＝ 10万人 

土地利用形態のコスト差 

市 町 村  

都道府県 

宅　地：1.00（固定資産価格等の概要調書） 
耕　地：2.87（農林業センサス） 
林　野：0.60（農林業センサス） 
その他：0.59（上記以外の国土地理院公表面積） 

宅　地：1.00（固定資産価格等の概要調書） 
田　畑：0.90（固定資産価格等の概要調書） 
森　林：0.25（農林業センサス） 
その他：0.18（上記以外の国土地理院公表面積） 
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